
霞ヶ浦町（かすみがうらまち）

＜行政組織＞

①議会(H14.3.1 現在)

議長 鈴木樹 副議長 大川八郎

任期 H16.2.10 定数 19 名 現議員数 19 名

党派別 公明 1 無 18

②三役(H14.3.1 現在)

長 郡司豊廣 任期 Ｈ10.6.24～H14.6.23

助役 欠 収入役 欠

③職員数 （人）

H11 年度 H12 年度 H13 年度
職員数

230 235 188

普通会計 170 一般行政職 139

うち施設関係 53 技能労務職 3

企業職 6職員一人

当たり住民数
101.0

消防職 0

公営事業会計 18 教育職 0

職員構成

(H13.4.1)

合計 188 その他 40

④機構図（H14.3.1 現在）

<町長>－<助役>－

総 務 課－総務係、財政係、検査管財係

企画開発課－企画係、都市計画係

広聴広報課－秘書広聴係、広報係

税 務 課－町民税係、固定資産税係、収納管理係

町 民 課－町民係、記録係、年金係、西部出張所

福 祉 課－社会福祉係、児童福祉係、各保育所

国保保健課－健康保険係、健康推進係、保健衛生係

環境防災課－環境美化係、防災係

産 業 課－農業係、産業振興係、観光係、構造改善係

建 設 課－管理係、工務係、用地係

下 水 道課－業務係、工務係、維持管理係

あじさい 館－管理係

<収入役>－出納室－出納係

<水道事業管理者>－水道課－業務係、工務係

<教育長>－

学校教育課－庶務係、学校教育係

生涯学習課－社会体育係、社会教育係

公 民 館－学習係

図 書 館－管理係

郷土資料館－資料係

<議会>－事務局

<行政委員会>－農業委員会事務局、選挙管理委員会事務局

＜概要＞

①沿革

昭和 30 年 2月 11 日 合体 美並村、下大津村、牛渡村、

佐賀村、安飾村、志士庫村

平成 9 年 4 月 1 日 改称、町制施行

②地勢・風土等
囲まれ、西は土浦市及び千代田町に、北の一部は石岡市に接し

ている。気象は、冬比較的暖かく、夏涼しい気候で、特に冬季の降雪

は非常に少なく、恵まれた環境にある。

本町は、町民参加のまちづくりを基本とし、町民とのよりよいパート

ナーシップを築きながら、「水の郷、みどりの里、ひとの躍動するさと・

霞ヶ浦町」の創造を目指している。

③人口・世帯数

国勢調査

H2 H7 H12

常住人口

（H14.3.1）

男 9,289 9,514 9,243 9,165

女 9,385 9,553 9,326 9,249
人

口

(人) 合計 18,674 19,067 18,569 18,414

世帯数 4,524 4,892 5,089 5,142

④有権者数（H13.12.2 現在） ⑤老齢人口割合（H12 国勢調査）

男 女 計 老齢人口割合有権者数

（人） 7,664 7,826 15,490 22.6％

＜産業・経済＞

①生産・所得（平成 10 年度）

市町村内総生産 623 億円 就業者 1人当たり 7,935 千円

住民所得 483 億円 人口 1 人当たり 2,538 千円

②産業構造 （百万円･人）

区分 総生産額(H10 年度) 就業人口(H12 国調)

第 1 次 5,316 8.5％ 2,090 20.67％

第 2 次 33,157 53.2％ 3,173 31.39％

第 3 次 25,345 40.7％ 4,775 47.24％

総額・総数 62,304 ― 10,109 ―

③農業・工業・商業 （人･百万円）

農家数 農業就業人口
農業粗生産額
(H11.1.1～H11.12.31)農業

（H12.2.1）
1,942 2,568 759（千万円）

事業所数 従業者数
製造品出荷額等
(H11.1.1～H11.12.31)

製造業

(H11.12.31)
64 2,101 72,117

商店数 従業者数
年間販売額

(H10.4.1～H11.3.31)卸・小売業

(H11.7.1)
150 601 16,975

④特産物

米、レンコン、さつまいも、栗、梨、柿、ワカサギ、シラウオ、エビ、コ

イ、佃煮、鯉の竜田揚げ

地域指定 一部事務組合加入事業 公営企業<住所>300-0192 霞ヶ浦町大和田 828-5

<Tel> 0298-97-1111 <Fax> 0298-97-1269

<HP>http//www.town.kasumigaura.ibaraki.jp

<e-mail>kochokohoka@town.kasumigaura.ibaraki.jp

ロ ゴ マ ー ク

類型 Ⅴ-2 ｺｰﾄﾞ番号 084611 面積 70.27k ㎡

都市開発（一部） 茨城県市町村総合事務組合、石

岡地区営農研修センター、湖北

環境衛生組合、新治地方広域事

務組合、土浦石岡地方社会教育

センター一部事務組合

上水道



<財政状況>

①決算収支 （千円・％）

年度 Ｈ11 決算 H12 決算 増減率

歳 入 7,254,563 6,598,459 -9.0

歳 出 7,023,443 6,260,556 -10.9

形式収支 231,120 337,903 ―

実質収支 231,120 290,469 ―

単年度収支 42,177 59,349 ―

実質単年度収支 12,758 100,129 ―

積立金現在高 2,630,001 2,580,583 -1.9

地方債現在高 6,734,585 6,618,798 -1.7

②財源及び支出の状況（構成比） （％）

区分 Ｈ11 決算 H12 決算

一般財源 82.0 86.0

自主財源 38.2 38.6

義務的経費 35.7 39.4

投資的経費 20.7 18.0
③主な歳入・歳出 （百万円・％）

区分
H12

決算
増減率

H13

見込み
増減率

H14

当初予算
増減率

歳 入 6,598 -9.0 7,068 7.1 6,488 -2.8

うち地方税 1,950 -5.6 1,939 -0.6 1,895 -2.5

うち地方交付税 2,713 -0.7 2,622 -3.4 2,360 -4.5

うち国県支出金 411 -46.4 604 47.0 473 -21.7

うち地方債 320 -24.6 455 42.2 603 37.4

歳 出 6,260 -10.9 6,818 8.9 6,488 -2.8

人件費 1,628 -1.8 1,819 11.7 1,745 -0.9

扶助費 180 -34.8 194 7.8 186 3.9

公債費 655 14.1 720 9.9 717 -1.0

う

ち

義

務

的

経

費 計 2,465 -1.8 2,733 10.9 2,648 -0.6

うち物件費 733 -10.2 804 9.7 813 -1.9

補

助
143 -39.2 341 138.5 155 -58.1うち

普通建設

事業費 単

独
980 -19.4 999 1.9 1,037 9.2

④主要指標（平成 12 年度）

区分 指数等

標準財政規模 5,099 百万円

歳出決算倍率 1.2 倍

経常収支比率 76.6 ％

財政力指数（3 ヶ年平均） 0.451

実質収支比率 5.7 ％

公債費比率 11.6 ％

公債費負担比率 11.2 ％

起債制限比率（3 ヶ年平均） 7.3 ％

地方債現在高倍率 1.3 倍

税の徴収率 89.0 ％

財調・減債 882 百万円
積立金現在高

特定目的 1698 百万円

ラスパイレス指数(H13.4.1) 101.4

⑤市町村税の状況（平成12年度） （千円・％）

区分 調定額 収入額 徴収率
収入額

前年比

783,651 708,453市町村民税

（構成比） （35.7） （36.3）
90.4 -7.0

1,212,848 1,119,488固定資産税

（構成比） （55.3） （57.4）
92.3 -5.1

196,422 122,758その他の税

（構成比） （9.0） （6.3）
62.5 -1.5

合計 2,192,921 1,950,699 89.0 -5.6

＜公共施設整備状況＞（平成 12 年度）

小学校 7 校 老人福祉施設 0 ヶ所

中学校 2 校 病院・診療所 11 ヶ所

幼稚園 1 園 道路改良率 30.9％

保育所 6 ヶ所 道路舗装率 42.9％

図書館 2 ヶ所 ごみ焼却処理率 59.9％

公営住宅 0 戸 し尿衛生処理率 100.0％

1 人当たり公園面積 7.8 ㎡ 上水道等普及率 95.9％

公民館等 7 ヶ所 排水等処理率 47.2％

体育館 1 ヶ所

プール 0 ヶ所

施設充足率（公私

立幼稚園保育所）
153.7％

＜主要施策等＞

①主要施策実施状況 （百万円）

名称
期

間
内容

概算

事業費

特定環境保全公

共下水道整備事

業

H10

～

H16

田伏・坂地区における下水道整備 2,277

流域関連特定環

境保全公共下水

道整備事業

H13

～

H18

牛渡地区における下水道整備 3,134

安全快適なみち

緊急整備市町村

補助事業

H13

～

H17

宍倉、加茂、深谷、牛渡、岩坪地域に

おける道路の整備
1,398

②今後の主要課題・特色ある行政等

<主要課題>

 行財政改革の推進

 下水道整備の推進

 ＩＴを活用した情報網の整備

 少子高齢化への対応


